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平
成
28
年
度

決
算
の
概
要

　

平
成
28
年
度
の
決
算
が
、
６
月
５
日

に
開
催
さ
れ
た
第
１
９
５
回
組
合
会
で

承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

各
経
理
の
決
算
概
要
は
次
の
と
お
り

で
す
。

経理別収支決算一覧表 ( 単位：千円）

区　分 収      入 支      出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理 9,642,384
783,736

9,248,658
794,066

393,726
△  　10,330

厚 生 年 金 保 険 経 理 19,062,449 19,062,449 0
退 職 等 年 金 経 理 1,274,895 1,274,895 0
経 過 的 長 期 経 理 149,706 149,706 0
経過的長期預託金管理経理 85,626 85,626 0
業 務 経 理 274,177 253,949 20,228
保 健 経 理 397,216

5,573
391,353

5,573
5,863

0
宿 泊 経 理 155,212 143,293 11,919
貯 金 経 理 658,191 574,985 83,206
貸 付 経 理 105,521 106,111 △　     590
物 資 経 理 11,251 9,994 1,257

※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。
※保健経理の欄の上段は保健事業、下段はメンタルヘルス対策事業の収支を示す。

27年度 28年度

14,70414,704

17,591

14,57814,578

16,959

14,52914,529

16,497

14,65514,655

17,287

26年度25年度24年度

14,86014,860

17,850

組合員数と被扶養者数の推移（任意継続組合員を除く。）

組合員数
被扶養者数

（単位：人）
組合員１人当たりの被扶養者組合員１人当たりの被扶養者

1.201.20 1.201.20 1.181.18
1.141.141.161.16

年金種類別支給件数・１件当たり金額
� （単位：件、円）

区　分 支給件数
１件当たり

金額

退職共済年金 11,171 1,235,485

遺族共済年金 2,923 1,289,944

退 職 年 金 620 2,078,548

遺 族 年 金 317 1,181,653

老齢厚生年金 1,631 919,658

遺族厚生年金 263 1,156,767

28年度27年度
14 263

317

2,923

1,631193
620736831

9381,032

11,773
11,822 12,204

12,199
11,171

2,9873,0542,9792,926

316359391412

26年度25年度24年度

年金種類別支給件数の推移
（単位：人）

退職共済年金

退職年金

老齢厚生年金

遺族共済年金

遺族年金

遺族厚生年金

厚
生
年
金
保
険
経
理

　

こ
の
経
理
は
、
平
成
27
年
10
月
の
被
用
者

年
金
一
元
化
以
降
の
厚
生
年
金
保
険
に
係
る

組
合
員
保
険
料（
掛
金
）・
負
担
金
を
収
納
し
、

全
国
市
町
村
職
員
共
済
組
合
連
合
会（
以
下

「
全
国
連
合
会
」と
い
う
。）へ
納
付
す
る
経
理

で
す
。

　

平
成
28
年
度
は
、
１
９
０
億
６
２
４
０
万

円
を
収
納
し
、
全
額
を
全
国
連
合
会
へ
納
付

し
ま
し
た
。

退
職
等
年
金
経
理

　

こ
の
経
理
は
、
平
成
27
年
10
月
の
被
用

者
年
金
一
元
化
以
降
、
旧
職
域
年
金
部
分

に
代
わ
る
年
金
払
い
退
職
給
付
に
係
る
掛

金
・
負
担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会
へ

納
付
す
る
経
理
で
す
。

　

平
成
28
度
は
、
12
億
７
４
９
０
万
円
を

収
納
し
、
全
額
を
全
国
連
合
会
へ
納
付
し

ま
し
た
。経

過
的
長
期
経
理

　

こ
の
経
理
は
、
平
成
27
年
10
月
の
被
用

者
年
金
一
元
化
以
降
、
そ
れ
以
前
の
共
済

年
金
の
旧
職
域
年
金
部
分
の
給
付
及
び
既

裁
定
公
務
障
害
給
付
等
に
係
る
負
担
金
を

収
納
し
、
全
国
連
合
会
へ
納
付
す
る
経
理

で
す
。

　

平
成
28
年
度
は
、
１
億
４
９
７
０
万
円

を
収
納
し
、
全
額
を
全
国
連
合
会
へ
納
付

し
ま
し
た
。
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収入　10,426,120 （単位：千円） 支出　10,042,724 （単位：千円）

（　 ）内は支出に占める割合（　 ）内は収入に占める割合

支出 収入 

28年度

652,438円
その他
25,460円（3.9%)
前年度繰越
支払準備金
47,097円(7.2%)

掛金・負担金
579,881円
(88.9%)

24年度 25年度 26年度 28年度27年度

家族医療費
126,578円
（20.2%）
本人医療費
108,715円
（17.4%）

その他
95,618円
 (15.3%)

次年度繰越支払準備金
45,725円 (7.3%)
次年度繰越支払準備金
45,725円 (7.3%)

前期高齢者納付金
後期高齢者支援金
242,072円  
（38.7%）

前期高齢者納付金
後期高齢者支援金
242,072円  
（38.7%）

老人保健・退職者給付拠出金
7,089円（1.1％）
老人保健・退職者給付拠出金
7,089円（1.1％）

625,797円

130,416円

109,424円

112,002円

46,840円
11,174円

684,665円
653,273円

135,631円

106,659円

26,479円

101,670円

47,694円47,694円

235,140円235,140円 274,809円274,809円

129,516円

101,532円

114,384円

44,638円
22,527円

765,365円

352,768円352,768円

129,350円

103,726円

86,947円

45,401円
26,910円

702,210円

309,876円309,876円

短
期
経
理

〈
短
期
給
付
関
係
〉

　

28
年
度
は
、
財
源
率
を
前
年
度
よ
り
２
・

82
‰
引
き
下
げ
た
97
・
98
‰
と
し
、
２
年

連
続
で
全
国
連
合
会
が
実
施
す
る
財
政
調

整
事
業
・
特
別
財
政
調
整
事
業
の
適
用
を

受
け
な
い
運
営
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
総
額
は
、
短
期
掛
金
・
負
担
金
な

ど
96
億
４
２
４
０
万
円
で
、
給
与
の
プ
ラ

ス
改
定
が
あ
っ
た
も
の
の
財
源
率
の
引
き

下
げ
に
よ
る
影
響
等
か
ら
、
前
年
度
と
比

べ
３
億
８
４
９
０
万
円
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
診
療
報
酬
の
マ

イ
ナ
ス
改
定
や
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る

拠
出
金
等
が
５
億
６
７
４
０
万
円
の
大
幅

な
減
少
と
な
っ
た
影
響
か
ら
、
92
億
４
８

７
０
万
円
と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ
９
億

２
５
５
０
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
拠
出
金
等
の
総
額
は
36
億

８
２
３
０
万
円
で
、
支
出
額
に
占
め
る
割

合
は
40
％
を
占
め
て
お
り
、
依
然
と
し
て

短
期
経
理
の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
３
億
９
３
７
０
万

円
の
当
期
利
益
金
が
生
じ
ま
し
た
の
で
、

全
額
を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、
翌
年

度
へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

※
医
療
費
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
10
Ｐ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

〈
介
護
保
険
関
係
〉

　

28
年
度
は
、
財
源
率
を
前
年
度
よ
り
０
・

４
‰
引
き
上
げ
た
12
・
40
‰
と
し
運
営
し

た
結
果
、
１
０
３
０
万
円
の
当
期
損
失
金

を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、
前
年
度
か
ら
繰

り
越
し
た
積
立
金
を
取
り
崩
し
て
補
て
ん

し
ま
し
た
。

法定給付・
附加給付等
4,339,099

（43.2%）
前期高齢者納付金

後期高齢者支援金等
3,577,577
（35.6%）

介護納付金
793,304（7.9%）
老人保健・
退職者給付拠出金
104,770（1.1%）

次年度繰越支払準備金
675,776（6.7%）

業務経理へ繰入
29,523（0.3%）

連合会払込金・拠出金
522,675（5.2%）

介護掛金・負担金
783,727（7．5%）

前年度繰越支払準備金
696,045（6.7%）

その他
358,806（3.4%）

当期短期利益金
393,726当期介護損失金　10,330

組合員１人当たりの収入・支出（介護保険を除く。）内訳

短期掛金・負担金
8,587,542（82.4％）
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支出　253,949 （単位：千円）

収入　274,177 （単位：千円）

収入　402,789 （単位：千円）

（　 ）内は収入に占める割合

支出　396,926 （単位：千円）

（　 ）内は支出に占める割合

人間ドック・脳ドック利用者数及び補助金額の推移

掛金・負担金
396,862（98.5％）

厚生費
296,405（74.7％）

給与・旅費・事務費
16,831（4.2％）

特定健康診査等費
21,288（5.4％）

宿泊経理へ繰入
21,000（5.3％）

その他
41,402（10.4％）

利息及び配当金　87補助金　5,573（1.4％）
その他　97

連合会交付金
170（0.1%）

　

こ
の
経
理
で
は
、
短
期
給
付
及
び
長
期

給
付
事
業
の
事
務
に
要
す
る
費
用
を
賄
っ

て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
収
入
総
額
は
、
地
方
公
共
団

体
か
ら
の
負
担
金
、
短
期
経
理
か
ら
の
繰

入
金
及
び
全
国
市
町
村
職
員
共
済
組
合
連

合
会
か
ら
の
交
付
金
な
ど
２
億
７
４
２
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
に
関
す
る
費
用
が
増
加
し
ま
し
た

が
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
係
る
シ
ス
テ
ム
等

の
開
発
の
遅
れ
に
よ
る
、
未
執
行
が
生
じ

た
こ
と
及
び
諸
経
費
の
節
減
に
よ
り
、
２

億
５
４
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
２
０
２
０
万
円
の

当
期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、
全

額
を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、
翌
年
度

へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

こ
の
経
理
は
、
人
間
ド
ッ
ク
の
利
用
助

成
等
、
組
合
員
及
び
そ
の
被
扶
養
者
の
健

康
の
保
持
・
増
進
事
業
と
特
定
健
康
診
査

及
び
特
定
保
健
指
導
を
行
う
経
理
で
す
。

　

収
入
総
額
は
、
掛
金
・
負
担
金
な
ど
４

億
２
８
０
万
円
と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ

３
８
０
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
１
件
当
た
り
助

成
額
を
２
０
０
０
円
引
き
下
げ
２
万
５
０

０
０
円
で
運
営
し
て
き
た
人
間
ド
ッ
ク
等

の
利
用
助
成
２
億
５
５
１
０
万
円
な
ど
の

厚
生
費
２
億
９
６
４
０
万
円
、
特
定
健
康

診
査
等
費
２
１
３
０
万
円
等
で
、
３
億
９

６
９
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
５
９
０
万
円
の
当

期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、
全
額

を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、
翌
年
度
へ

繰
り
越
し
ま
し
た
。

業
務
経
理

保
健
経
理

（　 ）内は
支出に占める割合

（　 ）内は
収入に占める割合

給与・旅費・
事務費
122,882

（48.4％）

負担金
20,312（8.0％）

その他
15,043（5.9％）
普及費
4,872

（1.9％）
賃借料
13,737

（5.4％）
委託費
5,852

（2.3％）

事務費負担金
払込金

 71,251
（28.1％）

当期利益金 20,228

負 担 金
165,789

（60.5%）

連合会
交付金 
78,635

（28.6%）

その他158（0.1%）
短期経理より繰入  
29,523（10.8%）

利息及び
配当金
72

当期利益金　5,863

保健事業実施状況�  (単位：千円、％)

項　　　　　目 金　額 割　合
人 間 ド ッ ク 利 用 助 成 247,876 78.0
脳 ド ッ ク 利 用 助 成 7,199 2.3
特 定 健 診・ 特 定 保 健 指 導 21,288 6.7
愛 媛 共 済 会 館 利 用 助 成 11,885 3.7
が ん 検 診 等 補 助 6,376 2.0
福 祉 施 設 利 用 助 成 686 0.2
インフルエンザ予防接種補助 12,343 3.9
県・市町連携メンタルヘルス 5,549 1.8
そ の 他 4,492 1.4

合　　　　　計 317,694 100.0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（単位：人、千円）

276,811
255,075

利用者数

153,080

258,321

11,303
11,137

11,481

11,076 11,021

（備考）　　人間ドック等利用助成金を平成25年度は14,000円から24,000円に、
　　　　　平成26年度は27,000円に引き上げ、平成２８年度は25,000円に引き下げた。

278,367

補助金額
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支出　143,293 （単位：千円）収入　155,212 （単位：千円）

支出　574,985 （単位：千円）収入　658,191 （単位：千円）

89,572 92,48592,968 94,921 95,462
給与・旅費・
事務費
50,102

（35.0 ％）

減価償却費
21,173

（14.8％）

施設収入
92,486

（59.6％）

賃貸料
40,982

（26.4％）

修繕費
1,703

（1.2％）

光熱水料
13,314

（9.3％）
負担金
12,674（8.8％）
委託管理費
19,349（13.5％）

その他
744

（0.5％）

保健経理より
繰入
21,000

（13.5％）

その他
24,978

（17.4％）

（　 ）内は収入に占める割合 （　 ）内は支出に占める割合

会議
利用率

宴会
利用率

宿泊利用率

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

73.4 73.874.1
77.2 78.0

えひめ共済会館施設収入及び利用率の推移
（単位：千円、％）

宿
泊
経
理

　

こ
の
経
理
は「
え
ひ
め
共
済
会
館
」の
経

営
を
行
う
経
理
で
す
。

　

収
入
総
額
は
、
施
設
収
入
９
２
５
０
万

円
や
減
価
償
却
費
相
当
部
分
の
保
健
経
理

か
ら
の
繰
入
金
２
１
０
０
万
円
な
ど
１
億

５
５
２
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
１
億
４
３
３
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

宿
泊
に
つ
い
て
、
73
・
８
％
と
高
い
利

用
率
を
維
持
し
た
こ
と
や
、
諸
経
費
の
節

減
に
努
め
た
こ
と
に
よ
り
、
収
支
決
算
の

結
果
、
１
１
９
０
万
円
の
当
期
利
益
金
を

計
上
し
ま
し
た
の
で
、
全
額
を
積
立
金
と

し
て
積
み
立
て
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
ま

し
た
。

　

共
済
会
館
で
は
、
安
全
・
安
心
・
快
適

な
施
設
運
営
を
心
が
け
る
と
と
も
に
、
引

き
続
き
健
全
運
営
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

ま
た
６
月
か
ら
８
月
に
か
け
て
は
、
お

食
事
処「
旬
彩 

伍
縁
」と
の
共
同
企
画「
ビ

ア
バ
イ
キ
ン
グ
」（
本
紙
裏
面
）を
開
催
日
限

定
で
開
催
し
て
お
り
ま
す
。
組
合
員
限
定

割
引
も
設
定
し
て
お
り
ま
す
の
で
、
是
非

ご
利
用
く
だ
さ
い
。

当期利益金
11,919

6.3

35.7 34.5

5.35.1

40.1

施 設 収 入

4.8

38.0

4.8

35.9

貯
金
経
理

　

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
の
生

活
設
計
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

「
共
済
貯
金
事
業
」を
行
う
経
理
で
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
に
伴
い
加
入
者
数
は

減
少
傾
向
に
あ
り
、
貯
金
加
入
率
は
０
・

23
％
減
少
の
59
・
66
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
総
額
は
、
資
金
運
用
に
よ
る
利
息

及
び
配
当
金
な
ど
６
億
５
８
２
０
万
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
６
３
５
０
万
円
の
減
少
と

な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、貯
金
利
率
１
・
０
％

の
支
払
利
息
５
億
１
７
４
０
万
円
な
ど
５

億
７
５
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
８
３
２
０
万
円
の

当
期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、
全

額
を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、
翌
年
度

へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合（単位：千円）

支払利息
517,406（90.0％）

利息及び配当金
653,342（99.3％）

当期利益金
83,206

給与・旅費・
事務費
30,398（5.3％）

政保債等
14,688,879 
（25.59％）

社債
7,994,095 

（13.93％）

その他
（未収収益等）
113,445（0.2％）

長期貸付金
244,000 （0.43％）

公営企業債　300,000（0.52％）

地方債
8,698,129 

（15.15％）

国債
6,679,588 

（11.64％）

預金
18,680,888 
（32.54％）

その他
17,229

（3.0％）

その他
4,849

（0.7％）

普及費
9,952

（1.7％）

24年度

加入者数 

25年度

528

26年度

513

9,391 9,141

27年度 28年度

520 523

9,058 8,883 8,797

組合員貯金額・加入者数の推移
(単位：人、億円)

511

貯金額

平成28年度決算　貯金経理　資産構成割合

─ 資産総額 ─
573憶9902万4千円 
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収入　11,251 （単位：千円） 支出　9,994 （単位：千円）

支出　106,111 （単位：千円）収入　105,521 （単位：千円）

物
資
経
理

　

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
が
、
本
組

合
の「
指
定
店
」で
自
動
車
等
生
活
必
需
品
を
購

入
す
る
際
に
、
購
入
代
金
を
本
組
合
が
一
括
し

て
立
替
払
い
す
る
事
業
を
行
う
経
理
で
す
。

　

収
入
総
額
は
、
指
定
店
か
ら
の
販
売
手
数
料

や
利
用
者
か
ら
の
立
替
金
利
息
な
ど
１
１
３
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
支
払
利
息
や
貸
付
事

故
に
係
る
保
険
料
な
ど
１
０
０
０
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
１
３
０
万
円
の
当
期
利

益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、
全
額
を
積
立
金

と
し
て
積
み
立
て
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
ま
し

た
。

　

販
売
件
数
は
、
前
年
度
よ
り
42
件
減
の
81
件

で
、
販
売
金
額
は
１
億
９
５
０
万
円
と
な
り
前

年
度
よ
り
５
０
２
０
万
円
の
減
少
に
な
り
ま
し

た
。

　

こ
の
経
理
は
、
年
金
の
原
資
で
あ
る
積

立
金
を
、
経
過
的
長
期
預
託
金
管
理
経
理

か
ら
借
り
入
れ
て
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
に

資
金
の
貸
付
け
を
行
う
経
理
で
す
。

　

収
入
総
額
は
、
組
合
員
貸
付
金
利
息
１

億
４
５
０
万
円
な
ど
の
１
億
５
５
０
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
支
出
総
額
は
、
支
払
利
息
８
５

１
０
万
円
な
ど
の
１
億
６
１
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
60
万
円
の
当
期
損

失
金
が
生
じ
ま
し
た
の
で
、
前
年
度
か
ら

繰
り
越
し
た
積
立
金
を
取
り
崩
し
て
補
て

ん
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
新
規
の
貸
付
は
前
年
度
に
比
べ
、

件
数
で
51
件
減
の
２
０
８
件
、
金
額
で
８

４
９
０
万
円
減
の
２
億
９
１
５
０
万
円
で

し
た
。
年
度
末
の
組
合
員
貸
付
金
残
高
は
、

前
年
度
に
比
べ
７
億
６
２
０
万
円
減
の
36

億
１
５
７
０
万
円
と
な
り
減
少
傾
向
が
続

い
て
い
ま
す
。

(　 )内は支出に占める割合
(　 )内は収入に
占める割合

支払利息
85,141（80.2％）組合員貸付金利息

104,492（99.0％） 給与・
旅費・
事務費
9,632

（9.1％）

その他
5,977

（5.6％）

その他697（0.7％） 連合会払込金
5,361

（5.1％）連合会交付金
332

（0.3％）

当期損失金
590

物資供給事業販売状況�（単位：件、千円、％）

販 売 品 目 件数 金　額 割合

自 動 車 73 103,859 94.9

自動二輪車 5 4,607 4.2

家 具 2 859 0.8

そ の 他 1 143 0.1

合 計 81 109,468 100.0

受取手数料
11,117（98.8％）

支払利息
3,410

（34.1％）

当期利益金
1,257

保険料
2,707

（27.1％）

旅費・事務費
435（4.4％）

その他
134（1.2％）

その他
3,442

（34.4％）

在宅介護
対応住宅
貸付
28件
4,391万円

（1.2%）

在宅介護対応
住宅貸付
33件
5,313万円（1.2%）

組合員貸付金の状況

平成27年度

（平成28年3月31日現在）（平成29年3月31日現在）

合計2,680件
43憶2,186万円

合計2,357件
36憶1,567万円

平成28年度

災害貸付 2件
818万円（0.2%）

災害貸付
2件
749万円

（0.2%）

貸
付
経
理普通貸付

1,182件
9億6,798万円

（22.4%）

住宅貸付
993件
28億1,532万円

（65.2%）

特別貸付
470件
4億7,725万円

（11.0%）

住宅貸付
852件
22億8,292万円

（63.1%）

普通貸付
1,049件
8億5,141万円

（23.6%）

（� ）
特別貸付 426件
4億2,994万円（11.9%）
医療	 2件� 56万円
入学	 120件� 8,446万円
修学	 252件�3億1,288万円
結婚	 48件� 3,061万円
葬祭	 4件� 143万円

（　 ）内は収入に占める割合 (　 )内は支出に占める割合
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経
過
的
長
期

預
託
金
管
理
経
理

　

こ
の
経
理
は
、平
成
27
年
10
月
の
被
用
者

年
金
一
元
化
以
降
、全
国
連
合
会
か
ら
年
金

積
立
金
の
一
部
の
預
託
を
受
け
て
、管
理
・

運
用
を
行
う
経
理
で
す
。

　

収
入
総
額
は
、運
用
に
よ
り
生
じ
た
利
息

及
び
配
当
金
な
ど
８
５
６
０
万
円
で
、
全

額
を
全
国
連
合
会
へ
払
い
込
み
ま
し
た
。

　

資
金
運
用
に
関
す
る
情
報
は
、
本
組
合

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
７
月
３
日
に
公
開
し

て
い
ま
す
。

学識経験監事

　

任
期
満
了
に
伴
う
学
識
経
験
監
事
の
選

挙
が
、
６
月
５
日
開
催
の
第
１
９
５
回
組

合
会
に
お
い
て
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、原
田
満
範
氏（
公
認
会
計
士
）

が
再
選
さ
れ
ま
し
た
。

　

任
期
は
、
平
成
29
年
６
月
28
日
か
ら
平

成
31
年
６
月
27
日
ま
で
の
２
年
間
で
す
。

原
田
満
範
氏 

再
選

高齢者医療保険制度に関する要望について
　わが国の医療保険制度は、超高齢社会の到来と医療技術の高度化などにより、医療給付費は、年々膨
らんでおり、いまや国民医療費は40兆円を超え、大変厳しい状況に直面しています。
　本組合においても、短期給付財政は大変厳しい状況が続いていることから、積極的に医療費安定化計
画に基づく医療費節減に取り組んでおりますが、高齢者医療保険制度への納付金等の増加が短期給付財
政に大きな影響を及ぼし、組合員、地方公共団体の負担が大幅に増大している状況となっています。
　加えて、組合員数の減少が続くとともに、給与の伸びも見込まれないことから、前期高齢者納付金、
後期高齢者支援金などの高齢者医療保険制度への負担が本組合の短期給付財政をさらに圧迫し、短期経
理の支出に占めるこれら納付金等の割合は、支出の50％を超える状況にあります。
　これは、算定基礎となる前期高齢者の医療費や加入率の増減に伴う前期高齢者納付金の大幅な増加や、
算定方法に全面総報酬割が導入されたことに伴う後期高齢者支援金の増加などが、本組合の短期給付財
政の窮迫の要因となっています。
　ついては、地方公務員及びその被扶養者の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能率
的運営に資することを目的とする地方公務員共済制度が持続可能な制度として堅持されますよう、全国
市町村職員共済組合連合会におかれましては、このような状況をご高察いただき、関係機関への働きか
けについて、下記のとおり要望します。

記

１　高齢者医療保険制度については、前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金という形で現役世代に大
きく依存する仕組みとなっているが、組合員の職務の能率的運営に資するという公務員制度の一環と
して位置づけられている地方公務員共済組合制度や国民皆保険制度を将来に亘り安定的に維持してい
くためにも、過度に、現役世代に依存するのではなく、公費負担の拡大を図り、前期高齢者加入率の
低い保険者の負担が過大にならないようにするとともに、納付金等の急激な増加が生じないような仕
組みを構築するなど、保険者間の財政調整のあり方等について十分検討されたい。

２　介護納付金については、団塊の世代が後期高齢者となるに従い、更に増加していくことが予想され
ることから、公費負担の拡大や、利用者負担割合の見直しなどにより、安易に現役世代に負担を求め
ることのないよう、抜本的な制度の見直しを検討されたい。

　以上、決議する。
　平成29年６月５日� 愛媛県市町村職員共済組合　第195回組合会

第195回組合会において「高齢者医療保険制度に関する要望について」
が次のとおり決議されました。


